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はじめに 
  
 
 東京都の救急医療体制については、「突発不測の傷病者が、いつでも、どこでも、
だれでも、症状に応じた適切な医療が受けられる」という理念のもとに、初期・二
次・三次の救急医療機関の体系的な整備を進めてきた。 
 
 しかし、高齢化の進展等により、急病による救急搬送患者数は増加傾向にある一
方、救急医療にも専門医による専門的な治療を求めるといった都民意識の変化も見
られる。また、救急医療機関は、医師の確保が逼迫する状況などから減少している。  
こうした中で、消防機関の救急患者受入医療機関の選定に要する時間が増加して

いる。 
 
都民は救急医療に不安を抱き、救急医療の現場は疲弊しているというのが今日の

救急医療の現状である。都民に対して「安心の医療」を今後とも確保していくため
には、東京都の救急医療体制を原点に立ち返って再点検し、一刻も早い改善に取り
組むことが求められている。 
 
本協議会は、平成２０年２月に、救急医療機関選定の迅速化や救急患者の受入な

ど、迅速・適切な救急医療を確保するため、救急医療の現場の実態を踏まえた改善
策について検討するよう、福祉保健局長から要請を受けた。 
 
以降、本協議会では、本協議会委員の一部と外部委員で構成する「迅速・適切な

救急医療の確保に関する検討委員会」を設置し検討を進め、平成２０年８月２８日
には、中間のまとめを福祉保健局長に報告するとともに、都民に公表し、その意見
を求めた。 
本報告書は、寄せられた都民の意見を踏まえながら、さらに検討を進めた結果を

最終報告としてまとめたものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

１ 



 

１ 東京の救急医療の現状と問題点 
 
（東京都の救急医療体制の現状） 
 ○ 東京都は、「突発不測の傷病者（救急患者）が、いつでも、どこでも、だれで

もその症状に応じ、必要かつ適切な医療を受けられる救急医療体制を整備する」
ことを目標に、以下の基本的機能に基づく体制整備を図ってきた（資料編１「東
京都における救急医療体制」参照）。 
・比較的軽症な救急患者の診療を行う「初期救急」 
・中等症の患者で入院・手術を要する救急患者の診療を行う「二次救急」 
・生命危機を伴う重症・重篤な救急患者に対する救命措置、高度な医療を総合
的に行う「三次救急」 

 
○ このうち、二次救急医療体制は、「救急病院等を定める省令」に基づき都道府
県が認定する「救急医療機関」（*注参照）を中心に整備されており、平成２０年
４月１日現在３３５か所となっている。 
このうち、年間を通じ休日・全夜間帯（*注参照）において入院が可能な病床を
毎日２～３床確保できる救急医療機関を「東京都指定二次救急医療機関」とし
て、指定しており、平成２０年４月１日現在２６２か所となっている。 

 
○ 東京都指定二次救急医療機関は、休日・全夜間帯において年間１８０万人程
度の患者（救急車で搬送される約４０万人の救急患者と、その約３．５倍にの
ぼる自力で来院する救急患者を合算したもの）を診療しており、都の救急医療
体制の中心的な役割を担っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注 救急医療機関：救急隊により搬送される傷病者に関する医療を担当する医療機関。 
医療機関からの申出に基づき、都道府県知事が認定する。  

注 休日・全夜間帯：平日（月～土）午後５時から翌午前９時まで、休日（日曜、祭
日、年末年始）午前９時から翌午前９時までの時間帯 

２ 



 

（救急搬送患者数の推移） 
 ○ 平成 10 年から平成 19 年までの救急車による搬送患者数は 10 年間で約 30％

増加している。特に 65 歳以上の高齢者については、約 67％増加しており、救
急医療に対する需要増の大きな要因となっている。（グラフ１） 

   
  

グラフ１-１　東京都人口、救急搬送患者数の伸び率（全体）
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グラフ１－２　東京都人口、救急搬送患者数の伸び率（高齢者）

100

167

100

163165

109

118

128

136

148
155

138
133

126
122

117
113

108
104

129

90

100

110

120

130

140

150

160

170

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

高齢者搬送数

高齢者人口

 
 
 ○ また、初診時程度(*注参照)で救急搬送患者を分類してみると、表１のとおり

である。軽症の伸びが大きいが、軽症・中等症・重症以上のいずれの区分にお

３

※平成 10 年を 100 とした場合 

カッコ内は実数表示 

出典：住民基本台帳(東京都総務局)、救急活動の現況（東京消防庁） 

※平成 10 年を 100 とした場合 

カッコ内は実数表示 

出典：住民基本台帳(東京都総務局)、救急活動の現況（東京消防庁） 
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いても、約２５％以上の増加率となっている。 
 
  表 1-1 初診時程度による患者数推移(全体)       （資料：東京消防庁） 

 軽 症 構成比 中等症 構成比 重症以上 構成比 合 計 

H10 年 280,249 58.4% 159,941 33.3% 39,949 8.3% 480,139 

H19 年 372,799 59.8% 200,474 32.2% 49,739 8.0% 623,012 

増加率 ＋33.0％ ＋25.3％ ＋24.5％ ＋29.8％ 

 
  表 1-2 初診時程度による患者数推移(高齢者)      （資料：東京消防庁） 

 軽 症 構成比 中等症 構成比 重症以上 構成比 合 計 

H10 年 51,677 34.8% 73,846 49.7% 23,024 15.5% 148,547 

H19 年 102,594 41.2% 114,036 45.9% 32,167 12.9% 248,797 

増加率 ＋98.5％ ＋54.4％ ＋39.7％ ＋67.5％ 

 
（救急医療機関数の推移） 
○ 一方で、体制確保が困難である等の理由により救急医療機関の申出を撤回す
る救急医療機関が増えており、救急医療機関の数は 10 年前に較べ約２割減少し
た。（グラフ２）    

グラフ２　救急医療機関数の推移
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４

注 初診時程度：医療機関へ搬送した傷病者について、医師の所見に基づき区分され  
る。初診時程度が軽症であっても、検査等の結果で重症度が変わる場合もある。 
軽 症・・・軽易で入院を要しないもの  
中等症・・・生命の危険はないが入院を要するもの  
重 症・・・生命の危険が強いと認められるもの  



 

（医療機関選定時間の状況） 
 ○ こうした状況の中、救急隊の現場到着から搬送開始までの時間は過去５年で

約４分間延びている。（表２） 
  
 表２ 救急隊の現場到着から搬送開始までの時間の推移  （資料：東京消防庁） 

平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 
15 分 00 秒 15 分 30 秒 16 分 36 秒 17 分 33 秒 18 分 57 秒 

   
 ○ また、医療機関選定に至るまでの時間や連絡回数を目安として救急患者の医

療機関選定に困難が生じる事案を考察すると、医療機関の選定開始から決定ま
でに 30 分以上要した事案又は５医療機関以上に搬送連絡を要した事案は、東京
消防庁のデータによると 40,385 件（平成 19 年度）であり、同じ期間の搬送全
事案（607,850 件）の 6.6％に相当する。 

  
 ○ さらに、平成 20 年３月に発表された総務省消防庁の「救急搬送における医療

機関の受入状況等実態調査」では、重症以上の傷病者、産科・周産期傷病者、 
小児傷病者のいずれにおいても、東京都は、大都市圏にある他の府県とともに、
救急車の現場滞在時間が長く、医療機関への照会回数も多いという傾向がある
ことが示された（資料編４「救急医療に係る全国との比較データ」参照）。 

  
（問題の背景・要因） 
 ○ 医療機関の選定が困難な事案が発生するその背景には、救急患者数の増と救

急医療機関数の減という現象に加えて様々な要因が存在する。 
   救急医療を提供する側の要因としては、 

・救急部門と他の診療科の院内連携が必ずしも十分ではないこと 
・救急医療機関相互の連携の仕組みが弱いこと 
・医療の専門分化が進み、何でも診られる医師の確保は難しいこと 

などがあげられる。 
   また、救急医療を利用する側の要因としては、 

・高齢化・核家族化・単身世帯増による急病等に対する不安が増大 
・軽症の患者が休日や夜間に中等症以上の受入を対象とする救急外来を安
易に利用するいわゆるコンビニ受診や専門医による専門的な治療を常に
求める患者の増加 

などがあげられる。 
   さらに、医師不足や訴訟リスクの増大、救急医療に対する診療報酬の問題な

どのわが国の医療をめぐる制度的・構造的な問題もあり、これらの様々な要因
が集約的に救急医療に表れているといえる。 

 
○ 救急医療体制においては、救急患者を迅速に医療の管理下に置くことが基本
である。このため、受入医療機関の選定にかかる時間が延びていることは、都
民のセーフティネットである救急医療体制を大きく揺るがすものであり、早急
に改善が必要である。 

 

５



 

２ 東京の特性 
 
○ 東京都の救急医療体制を検討するうえでは全国との比較における大都市東京
の特性も踏まえる必要がある。 

 
○ 東京は 1,200 万人という膨大な人口を擁している。また、外国人や路上生活
者なども含め、多様な人たちが居住している。さらに、通勤や通学等により、
大勢の人々が出入りし、昼間人口はおよそ 1,500 万と算出されている。    
こうした大都市東京においては、当然のことながら、全国一の膨大な数の、

また、多様な救急患者が発生している。 
 
○ 救急医療機関数は全国１位であるが、人口 10 万人当たりの救急医療機関数は
2.7 で全国 43 位となっている（総務省消防庁「平成 19 年版 救急・救助の現
況」による）。 

 
○ 都心部においては、他道府県に比べ多数の救急医療機関が存在しているが、
相互に連携していく仕組みは必ずしも十分ではない。 

 
○ 医療機関の設置主体から見ると、国立・公立の医療機関が占める割合が他県
に較べて少ないという特徴がある（資料編５「救急医療に関する東京都の主な
特性」参照）。 

    
 ○ また、東京の救急搬送システムを東京消防庁という一つの消防機関がほぼ一

手に担っているため、都においては、消防と医療の連携が図りやすい状況とな
っている。 

６



３ 救急医療体制の改善に向けて 
 
(１) 「救急医療の東京ルール」 

 
 ○ 救急医療体制は、救急医療に携わる医師等の人材を十分に配置するとともに、

患者の救急措置後に転科転棟などが円滑に行われて、次の救急患者に備えるこ
とができれば、根本的な問題の解決になる。 

 
 ○ しかしながら、救急医療の現状においては、限られた医療資源（人材と医療

機関）の中で、救急医療の課題に応えていかなければならない。個々の救急医
療機関の使命感や努力のみでは限界があることを直視し、救急医療を真に必要
とする患者に迅速な医療を提供するためのルールづくりを行い、都民・医療機
関・消防機関・行政機関の四者が協力・協働して救急医療を守る取組みを進め
ていくことが必要である。 

 
 ○ そのため、以下の基本的な取組を「救急医療の東京ルール」として推進すべ

きである。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ○ なお、救急医療機関が救急患者の迅速な受入れを図るためには、回復期リハ

ビリテーションや療養病床、在宅医療など、急性期を脱した後の医療に繋がる
スムーズな流れをつくることも重要である。 

 
 
 
 

 
 
 

  

救急患者を迅速に医療の管理下に置けるようにするため、地域の救急医

療機関が相互に協力・連携して救急患者を受け入れる。 

Ⅰ 救急患者の迅速な受入れ  

  

緊急性の高い患者の生命を守るため、救急医療の要否や診療の順番を判

断する「トリアージ」を、救急の様々な場面で実施する。 

Ⅱ「トリアージ」の実施 ＊下注参照

 

都民は、自らのセーフティネットである救急医療が重要な社会資源であ

ることを認識し、救急医療を守るため、適切な利用を心がける。 

Ⅲ 都 民 の 理 解 と 参 画 

注「トリアージ」：一般的には、災害発生時など多数の傷病者が一度に発生する特殊な
状況下において、対応可能な限られた医療資源の中で、効率的に搬送や治療を行う
ため、傷病者の緊急度や重症度に応じて治療の優先順位を決定することである。こ
こでは、平常時の救急医療提供において、一定の基準に基づき、救急医療の要否や
診療の順番を判断することを指し、カギカッコ付で表現した。  

７



患者から見た救急医療の流れと東京ルール             ○東京ルールⅠ～Ⅲによる取組みを、救急医療の流れに沿って示したもの 
 

 
 
 
 
 
 

救急医療に対する理

解を深める。 

救急医療情報システムを改善

し、医療機関選定をより円滑

に行う。 

受入先がなかなか決まらないなどの場合には、患者・家
族の了解のもとに、一時受入後に他病院に転送するとい
う調整方法を導入する。（「コーディネーター」の設置等） 

地域のネットワークを構築し、二次救急医療体制を強化
する。（「東京都地域救急センター（仮称）」の整備等） 

回復期リハ病棟や療養病床、在宅
への流れを円滑にし、新たな救急
患者の受入体制を確保する。 

救急車の有効活用を進めるた
め、「救急搬送トリアージ」を
実施する。 

「院内トリアージ」の普及を進め、緊急度・重症度
の高い患者へ優先的に救急医療を提供する。 

救急車を呼ぶべきかどうか迷っ
た時などには、救急相談センタ
ー等を活用する。 

地域内・地域間ネットワークの構築 

9～10 

「先着順の医療」から「緊急度に応じた適 
切な医療」を提供 

 

健康な時 急に具合が悪くなった時 救急医療を受ける時 救急医療を受けた後 
(転科転棟・転院・退院) 

 →都民（医療受療者）主体の取組み  →医療機関・消防機関・行政機関（医療提供者）主体の取組み 

  

救急患者を迅速に医療の管理下に置けるようにするため、
地域の救急医療機関が相互に協力・連携して救急患者を受け
入れる。 

ルールⅠ  救急患者の迅速な受入れ   
緊急性の高い患者の生命を守るため、救急医療の要否や診
療の順番を判断する「トリアージ」を、救急の様々な場面で
実施する。 

ルールⅡ 「トリアージ」の実施  

都民は、自らのセーフティネットである救急医療が重要
な社会資源であることを認識し、救急医療を守るため、適
切な利用を心がける。 

ルールⅢ  都 民 の 理 解 と 参 画 



 (２) ルールⅠ（救急患者の迅速な受入れ）に関する取組み 
 

○ 救急医療においては、入院治療も含め、急性期に必要とされる医療が救急搬
送された医療機関で全て提供されることが望ましい。しかし、症状において複
数の診療科にわたるようなケースや、専門的な医療を提供できる入院ベッドが
空いていないといった場合は、「処置困難」、「専門医不在」、「ベッド満床」など
の理由により、なかなか受入先医療機関が決まらないケースがある。 

 
 ○ 現在の病院選定方式を今後とも基本とするが、なかなか受入先医療機関が決

まらない場合に一刻も早く医療機関を選定するため、以下のような取組を新た
に進めて、救急医療機関の地域内・地域間のネットワークを構築していく必要
がある（17～18 ページ参照）。 

 
  ア  一時受入・転送システムの導入 

○ 受入先医療機関がなかなか決まらず、救急患者が救急車内で長時間現場か
ら出発できない状態を減らすため、まず、救急医療機関で一時的に受入れ、
応急的な医療を提供した後、必要に応じて他医療機関へ転送を行う「一時受
入・転送」のシステムの導入が必要である。 

  
     ○ このシステムは、救急車内にいる救急患者を医療が行える状況下に少しで

も早く置くことを優先するという考え方により実施するものである。 
 
     ○ 実施にあたっては、救急隊や一時受入医療機関及び転送先医療機関の医師

など、様々な関係者の十分な理解と連携が求められる。 
 このため、 
・どのような場合（時間経過、症状などの患者状況等）に一次受入・転送を
実施するのか、 

・このシステムに係わる関係者は各場面において、どのような役割を果た 
し、何を行うべきか、 
などを示した、基準（ガイドライン）や手順書を定め、都民も含めた理解 

を形成していく必要がある。 
 
   ○ また、運ばれた先の医療機関からの転送も視野に入れた対応であることか 

ら、実施にあたっては円滑に搬送等が行われるよう患者・家族の理解と協力 
が不可欠である。 

 
   ○ このシステムは、現在の消防機関による通常の方式では医療機関の選定が 
    困難となっている場合に適用されるものである。そのため、以下に述べる「東 

京都地域救急センター（仮称）」を要とする救急患者受入のための地域ネッ 
トワークや、地域を越えた調整を行う「コーディネーター」の設置などの新 
たな仕組みの導入が必要となる。 

 
○ なお、他医療機関への転送にあたっては、患者の緊急度等も考慮しながら、
消防救急車のほか、必要に応じ、民間救急車や病院救急車の活用も検討して
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いくべきである。 
 

イ 救急患者受入のための地域ネットワークの構築（「東京都地域救急センタ 
ー」（仮称）の整備） 

 
（地域ネットワークの必要性） 
 ○ 既に述べたように二次救急医療機関は施設数においても救急患者受入数

においても、救急医療体制の中心的な役割を担っているため、その機能を
強化することは救急医療体制全体の改善に直接的に結びつくものである
（資料編６及び７参照）。 

 
 ○ 一方で二次救急医療機関数が減少するなど、全体として疲弊している中

で、本来二次で受けられる傷病程度（中等症以下）の救急患者を三次救急
医療機関である救命救急センターで受けざるを得ない状況も発生している。 

 
   ○ 個々の二次救急医療機関では対応が困難な場合でも、各機関が密接に連

携し、相互に補完し合う地域ネットワークを構築することにより、その力
を最大限活かして対応していくことが必要である。 

 
   ○ また、地域ネットワークの構築にあたっては、重症・重篤患者に対応す

る救命救急センターの参画を得ることが必要である。 
 
   ○ 救急医療の地域ネットワーク構築の単位としては、東京都が入院医療体

制の確保や医療機関の機能連携に基づく医療サービスを提供していくため
の区域である二次保健医療圏を基本として考えることが適当である。 

     
  （「東京都地域救急センター（仮称）」の整備） 
   ○ このような救急医療における地域ネットワークを構築する際の要となる

救急医療機関として、「東京都地域救急センター（仮称）」（以下、「地域救
急センター」と略称）を設置することが必要である。 

 
   ○ 地域救急センターは、以下の２つの機能を果たすことが求められる。 
    ① 地域の救急医療機関の連携を推進する機能（地域連携推進機能） 
     ・＜地域内調整の実施＞：自らの地域で医療機関選定が困難な事案が発

生した場合、地域の救急隊からの依頼を受け、自らの地域内における
患者受入調整を行う。 

・＜地域間調整への協力＞：他の地域で医療機関選定が困難となってい
る事案が発生し、その地域での患者受入ができない場合、次項で述べ
る「コーディネーター」からの依頼に協力し、自らの地域内における
患者受入調整を行う。 

     ・＜情報の共有化＞：各救急医療機関における各日の医師の配置状況や 
検査機器の有無など、地域内の救急医療資源の情報をとりまとめ、共
有化する（資料編８「地域で共有する医療機関情報の例」参照）。 

・＜地域ネットワークの構築＞：地域の救急医療機関の既存の連携体制
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も活かしながら、顔の見える関係づくりを進める。 
また、地域の救急医療機関が集まる場を設け、事案の検証や地域ルー
ルの検討を行うなど、地域の実態を踏まえた救急医療体制の改善に努
める。 

    ② 地域内の他の二次救急医療機関では対応が困難な患者を受け入れる機
能（患者受入機能） 

     ・地域内調整を行っても受入が難しい事案については、自ら積極的受入
れ（一時的な受入も含む）に努める。 

 
    ○ 地域救急センター自身が救急患者対応などで調整や受入が一時的に困

難になるような場合に備え、同一地域内の地域救急センターが互いに補完 
     し合う体制を確保することも必要である。 
 

  ○ 地域救急センターの設置にあたっては、同センターへの患者集中を避け、
他の二次救急医療機関と協力して患者受入ができるよう留意しながら、そ
の指定要件や設置数を検討していく必要がある。 

    指定要件としては、例えば、次のようなものが考えられる。 
 

    ◆地域救急センターの指定要件（例） 
項 目 内  容 設定理由等 

医 師 ・自らの地域内における患者受入 
調整を主として行う医師（調整担 
当医）がいること 

地域救急センターとしての機 
能を確実に果たすため 

看護師 ・休日・全夜間帯にも専任看護
師がいること 

救急要請への対応及び救急 
処置を迅速に行うため 

人
員
体
制 

検査技 
師等 

・常駐していること 検査の即時対応を可能とする 
ため 

設 備 ・集中治療室を設置していること 
（施設基準を届けていなくても 
ユニットとして独立していれば
可） 

緊急対応を集中して行うため 
（例：CPAOA(＊注参照)への対 
応、薬物中毒患者の一時受入 
等） 

検証体 
制 

・救急患者の受入状況や受入不 
能状況を検証する院内会議を設
置していること 

検証結果を院内あるいは地域
に還元し、救急医療体制の充
実を図るため 

院 
内 
体 
制 連絡体 

制 
・救急搬送患者の受入依頼を受け 
る窓口が一本化されていること 

受入可否の判断を円滑に行う 
ため 

  
○ 二次救急医療機関の強化の重要性を考慮し、地域救急センターの指定は、
二次救急医療機関を中心に行っていくことが望ましい。また、指定にあた
っては、地域毎に連携の状況や医療資源が異なることなどから、その実情
を考慮する必要がある。 
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注 CPAOA：来院時心肺停止(cardiopulmonary arrest on arrival)。医療機関へ来院
時に、心機能、肺機能のいずれかまたは両方が停止した状態を言う。 



○ また、地域によっては、固定した医療機関で毎日調整機能を担うことが
困難な状況も考えられる。このため、調整担当の医療機関を輪番制により
運用するなど、地域の実情に応じた柔軟な運用方法を検討していく必要が
ある。 

 
  （他の救急医療機関の役割について） 

○ 地域救急センターを要とする地域ネットワークにおいて、迅速かつ円滑
に救急患者を受け入れていくためには、地域救急センター以外の二次救急
医療機関が、引き続きこれまでどおりの役割を果たしていくことが必要で
ある。加えて、地域救急センターの調整への協力や、地域の救急医療体制
の強化に向けた取組に積極的に参画していくことも求められる。 

 
  ○ また、救命救急センターについては、高度な医療機能を十分に発揮し、

地域における救急医療の「最後の砦」として、引き続き重症・重篤患者の 
   受入れについて中心的役割を担っていくとともに、地域救急センターと密

に協力しながら、地域の救急医療体制の充実に努めることが必要である。 
 
ウ コーディネーターの配置 

   ○ 前項で述べた地域救急センターが行う地域内調整によっては患者受入が 
    困難な場合や、あるいは困難が予測される場合には、複数の地域にまたが

った調整を行う必要がある。 
 
   ○ このような地域間調整を担うために、コーディネーターの配置が必要で 

ある。その配置場所は、救急医療情報が集約されている東京消防庁の指令 
室が最適である。 

    
   ○ コーディネーターの地域間調整は、アで述べた「一時受入・転送システ 

ム」の適用も考慮しながら、各地域の地域救急センターの協力を得て行っ 
ていく。 

    
   ○ また、コーディネーターの業務は、患者の傷病状況を踏まえた医学的調

整も必要とされることから、医師を確保するか、あるいは医師の助言・指
導が受けられる体制づくりを行うかのいずれかが求められるが、医師を常
時確保することは困難な状況であることを踏まえると、救急救命士等の救
急現場に精通した専門職がコーディネーターとなり、東京消防庁に配置さ
れている救急隊指導医の助言・指導を受けながら調整を行っていくことが
望ましい。また、都の関連施策など、救急医療に関する行政的な仕組みに
ついての理解も必要である。 

 
   ○ なお、コーディネーターに対する調整依頼をどのようなタイミングで行

うのか、また、具体的な調整方法等について今後実務的な検討をしていく
必要がある。 
 

    ○ さらに、コーディネーターによる調整が必要となる事案は、救急医療体 
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制の問題点が特徴的に表れている場合が多いと考えられる。このため、調 
整結果等について分析や検証を行う会議を設置し、救急医療体制の強化に 
つなげていくことが必要である。 

 
 

エ 救急医療情報システムの改善 
 
    ○ 救急医療機関の患者受入可否情報を消防機関が把握することができる救

急医療情報システムについては、都では昭和５１年から運用が開始されて
いる。 

 
○ 本年２月の総務省消防庁の調査によれば、情報の即時更新を行っている
全国の医療機関のうち約７割が東京都の医療機関であるという結果となっ
ていた。 

 
○ こうしたことから、救急医療機関の協力や各消防機関の地道な働きかけ
により、都においては同システムが十分活用されているといえる。 

 
   ○ しかしながら、現在、各医療機関が入力した同システムの情報は、消防

機関のみが参照できるものとなっており、地域の救急医療機関が連携・協
力して救急患者の受入れを進めていくためには、救急医療機関も地域の患
者受入可否状況等を知ることができるようにしておくことが重要である。 
このため、同システムの情報を救急医療機関が互いに参照できるように

早急に改善する必要がある。 
 
   ○ また、より望ましいシステム表示項目のあり方等について、救急医療機

関の代表も交えて今後検討することが必要である。 
 
 

オ 救急医療機関の院内連携・自己点検の強化 
 
   ○ 地域における救急患者受入機能を向上させるためには、これまで述べて

きたような救急医療機関の連携を進めるほか、個々の救急医療機関内にお
いても、救急部門（救急科）と他診療科との連携強化を図るなど、救急患
者受入体制の充実を図ることが重要である。 

 
   ○ 例えば、救急隊からの電話依頼に対し、救急患者の受入可能状況につい

て判断ができる医師や救急部門専任看護師と速やかに連絡がとれる体制が
整備されていれば、より円滑な病院選定が行える。 

 
   ○ また、受入れができなかった事例について記録し、院内でその理由につ

いてカンファレンス等を行うことも、救急患者の迅速な受入のために効果
的である。 
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   ○ こうした院内連携体制を評価する項目例としては、「救急隊からの電話依
頼時の対応、受け入れ時の担当医、患者搬入後のいわゆる救急病床と後方
病床の連携などについて具体的な手順が示されている」というようなもの
があげられる (資料編９「救急医療に関する院内連携・自己点検項目の例」
参照) 。 

 
 

カ  既存の関連施策との連携 
 
   ○ 都では、いわゆる初期・二次・三次の救急医療体制とは別に、精神科救

急医療体制や結核緊急医療ネットワークを独自に整備するとともに、住所
不定者等生計困難者の受入については、無料低額診療事業（社会福祉法第
２種事業）を行う病院との連携を図っている。 

 
   ○ また、介護老人保健施設や指定介護老人福祉施設にあっては、入所者の

病状の急変等や入院治療の必要のために、あらかじめ協力病院を定めてお
くこととなっている。 

 
   ○ 救急医療の場面で搬送困難となる事案の中には、上記の各種既存システ

ムの活用により改善が図られる部分もあることから、その現状を踏まえ、
改めてより有効な活用や連携策について検討を進めていくことが求められ
る（資料編 10 及び 11 参照）。 
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東京ルールⅠに基づく新たな医療機関選定方式の導入 
 

 
 
 
 

         
 
 
 
 
 
 
 
 

                      
 
 
 
 

・受入先医療機関で、必要と思われる救急医療を全て提供できるこ

とを前提に、症状に適応した直近医療機関を選定する。 

 

・重症以上と判断した場合、多数の救急隊出場の場合、特殊疾患の

場合は指令室で医療機関選定を開始する。 

 

・現状では、救急医療機関は他の医療機関の患者受入可能状況をリ

アルタイムで把握することはできない。 

 

・９割以上は３０分以内に搬送先が決定している。 

 

通常の医療機関選定方式 

救急隊 東京消防庁指令室 

二次救急医療機関 救命救急センター 

直近の救急医療機関
を中心に選定 

重症以上等の場合
（ホットラインに
よる救命選定） 

時間がかかる等の場
合、救急隊と並行して
選定 

 
                  
                                        
 
 
 

  
                                    
 
 
     

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新たに導入する医療機関選定方式 

救命選定等  

(東京消防庁指令室) 
コーディネーター 

地域救急センターが
患者受入の地域内調
整を実施 

① 

② 
地域内受入ができな
い場合などに、コーデ
ィネーターに地域間
調整を依頼 

容態急変時等の場合は、救
命救急センターを選定 

救急隊 

地域間調整

患者発生地域 

地域救急センター 
              

 

情報共有等により地域内で連携して 
患者を受入れる 

二次救急医療機関 

他地域 

地域救急 
センター 
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 (３) ルールⅡ（「トリアージ」の実施）に関する取組み 
 
  （救急医療の現状と「トリアージ」の必要性） 
   ○ 救急車搬送された患者の初診時程度の割合を見ると、６割が軽症、３割

が中等症、１割が重症以上となっており、この傾向はほぼ変わらず推移し
ている。 

 
   ○ また、休日・全夜間帯に東京都指定二次救急医療機関を利用した患者数

について見ると、救急車搬送によるものは全体の約２割であり、残り約８
割はいわゆる自力で利用した患者となっている。自力患者の初診時程度の
統計はないが、救急車搬送よりもさらに軽症の割合が多いことが推測され
る。 

 
   ○ トリアージは、災害時における複数傷病者の緊急度、重症度を評価し、

治療や搬送の優先順位を決定する手法であり、救命、予後改善に向けて限
られた医療資源で最大の効果を得ることを目的としている。救急医療の場
面においても、軽症者を含めた多数の救急患者の中から緊急度の高い患者
を判別し、迅速な医療提供につなげる「トリアージ」の考え方は重要とな
っている（資料編 12「第 26 期東京消防庁救急業務懇話会答申書における
トリアージの定義等」参照）。 

 
   ○ 「トリアージ」の考え方に基づく施策として、平成１９年６月から、東

京都医師会・東京消防庁・福祉保健局が協働し、「東京消防庁救急相談セン
ター（＃７１１９）」を開設している。「おなかが痛いが、救急車を呼んだ
方がいいか」等の相談に対して、症状に基づく緊急性の有無や医療機関受
診に関するアドバイス等を行っている（資料編 13「東京消防庁救急相談セ
ンターについて」参照）。 
また、救急現場において、緊急性の認められない傷病者に対し、本人の

同意を得た上で自己受診を促す「救急搬送トリアージ制度」についても平
成１９年６月から東京消防庁において試行開始している（資料編 14「救急
搬送トリアージについて」参照）。 

 
   ○ また、病院内の「トリアージ」を推進するために、都では、平成２０年

度からモデル事業として、「小児救急トリアージ普及事業」を実施している。
これは、一般救急よりも小児救急において、軽症者の割合がさらに多いこ
とから先行的に実施しているものである（資料編 15「小児救急トリアージ
普及事業について」参照）。 

 
（今後の方向性） 
○ 小児救急だけでなく、一般救急においても、いわゆるコンビニ受診とい
われるような、緊急性の少ない沢山の軽症患者が夜間救急外来を受診して
いる状況がある。先着順の医療から緊急度に応じた適切な医療を提供でき
るよう、今後は、現在実施している「小児救急トリアージ普及事業」の成
果も踏まえながら一般救急の場面にも「トリアージ」を拡げていくことが
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必要である。 
 

   ○ その際、地域ネットワークの要となる地域救急センターが先行的に「ト 
リアージ」を実施して、効果を検証し、その取組を地域の救急医療機関に
拡げていくことが有効である。 

 
   ○ また、「東京消防庁救急相談センター（＃７１１９）」で夜間・休日に医

療機関の案内を行う際にも、症状が軽いと判断される場合には、休日夜間
急患センターや在宅当番医などの初期救急の利用を勧めていくことも大切
である。 

 
   ○ なお、試行中である「救急搬送トリアージ制度」については、検証を経

た後、本格実施に移行していくことが求められる。 
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(４) ルールⅢ（都民の理解と参画）に関する取組み 
 
 （都民の理解と参画の重要性） 
  ○ 救急医療を取り巻く厳しい現状のもと、救急医療を真に必要とする患者

に迅速・適切な医療を提供するためには、医療機関、消防機関、行政機関
の取組だけではなく、都民自らが「救急医療は重要な社会資源である」と
いう認識を持ち、適切な受療行動を心がけることが重要である。 

 
  ○ 兵庫県立柏原

かいばら

病院の例が、地域医療の危機を救った住民の自主的な取組
の成功例として広く報道されているが、このような地域住民と病院現場と
行政機関の協働は、地域の救急医療を守る上でも極めて重要である（資料
編 16「市民の活動・取組みの事例」参照）。 

 
○ 地域の救急医療の改善に結びつくような区市町村や住民の取組みを支援
するとともに、都民と医療従事者の相互理解を促進するシンポジウム等の
開催など、あらゆる機会をとらえて、救急医療の現状や今後導入される新
たな取組みに対する都民理解の促進を図る必要がある。 

 
  ○ また、福祉保健局のホームページには、都民に医療制度や医療保険制度

などの情報をわかりやすく解説した「知って安心 暮らしの中の医療情報
ナビ」や、未就学児を対象とした医療情報や子育て情報を提供する「東京
都こども医療ガイド」が掲載されている。この中でも救急車の呼び方など 

   について案内しており、都民が活用できるよう更なる普及と内容の改善に
努める必要がある（資料編 17「東京都の保健医療サービス一覧」参照）。 

 
  （救急医療における相談事業の重要性） 
   ○ ６ページで記述したように、人口 10 万人あたりの救急医療機関数は、東

京都は 2.7 となっており、全国平均の 3.7 よりも低く、47 都道府県中 43
番目となっている。 

     一方、人口 1 万人あたりの救急出場件数は 553.1 件であり、これは大阪
府についで全国で 2 番目となっている（資料編４「救急医療に係る全国と
の比較データ」参照）。 

     こうしたデータからも分かるとおり、都において、救急車や救急医療機
関を都民が適切に利用していくことは重要な課題である。 

  
  ○ また、少子化、核家族化、単身世帯増等を反映し、突発不測の傷病に対

する都民の不安感は増しており、都民に安心を与えるという面からも、ま
た、救急医療の適切な利用の推進という面からも、救急医療における相談
事業の重要性は高まっている。 

 
○ 今後、「東京消防庁救急相談センター（＃７１１９）」、「母と子の健康相
談室（小児救急電話相談 ＃８０００）」、「医療機関案内サービス“ひまわ
り”」といった相談事業のより一層の充実を図るとともに、都民に分りやす
い相談体制の体系的整備を検討していく必要がある。 
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（「かかりつけ医」の重要性） 
  ○ いわゆる「かかりつけ医」は、都民の身近にあって、健康相談や初期の医

療を提供する医師である。都民がそれぞれ「かかりつけ医」を持ち、日頃か
ら自分や家族の健康、病気の状態を知り、具合が悪くなったときは早めに診
療を受けられるようにすることが、救急医療を守るという面からも重要であ
る。 

 
  ○   不意に具合が悪くなった時だけでなく、急性期病院を退院して地元での通

院生活に切り替わる時、あるいは在宅療養生活を選択する時など、さまざま
な場面で「かかりつけ医」は患者・家族の信頼できるよき相談相手であり、
医療提供者となることができる。 

 
  ○  都内には、一般診療所が人口 10 万人当たり 98.4 か所（平成 18 年 10 月 1

日現在）と、全国第４位の水準で豊富に存在し、比較的受診しやすい環境に
ある。このような環境を生かし、都民が「かかりつけ医」を持ち、主体的に
病状や病気のリスクを把握することができるよう、広く働きかけていくべき
である。 
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４ その他の課題 
 
(１) 急性期を脱した後の医療提供体制の整備 
  ○ 救急医療を受け、その後、急性期を脱した患者が、円滑に回復期、維持期

など病状に合った適切な医療を受けられるよう、回復期リハビリテーション
病棟や療養病床などそれぞれの医療提供体制を整備していくことが必要であ
る。 

 
  ○ 医療の高度化等に伴い、急性期を脱した後も医療を必要とする患者の増加

が予想される。その療養の場として、療養病床でいち早い受入れを行うなど、
急性期病院との連携を強めていく必要がある。都は、平成 24 年度末までに療
養病床を 28,077 床まで増床する目標を掲げたが、その量的確保だけでなく、
質的機能拡充も併せて図るべきである。 
また、回復期リハビリテーション病棟は、日常生活機能の回復と在宅生活

への復帰を目指すためのリハビリテーションを集中的に行う重要な役割を担
っており、今後、急速な高齢化に伴う脳卒中等の増加が見込まれるなか、病
床数の速やかな確保が必要である。 

 
  ○ 平成 18 年度に東京都が行った「保健医療に関する世論調査」では、「長期

療養が必要な場合に理想として在宅療養をしたい」と願う回答が 45％と半数
近くに上った。 
急性期を脱した後、在宅医療を安心して選択するためには、その患者の在

宅療養生活を支援する医療・介護・福祉のネットワークを地域において速や
かに構築する必要がある。その際には、急性期医療機関のスタッフが在宅医
療について十分に理解し、円滑に引き継ぐ仕組みをつくることが重要である。 

   
  ○ 住み慣れた地域で安心して生活を送るためには、平常時の場面だけでなく、

在宅療養患者が急な発熱などで入院加療が必要となる場合や、認知症患者が
発熱や軽度の肺炎などの身体合併症を抱えた場合などの急変時への対応が重
要である。このような場合にも速やかな対応ができるよう、療養病床を含め
た地域の身近な病院が安定的に受け入れるようにするなどの在宅医療のネッ
トワークづくりを進めていくことが求められる。 

 
（２） 周産期医療と救急医療との連携 
  ○ 本年 9 月、10 月に発生した妊婦の搬送事案を受けて、都では周産期医療に

係る緊急対策の実施や周産期医療協議会における改善策の検討などを進めて
いるところである。 
特に重度の合併症があるなどのハイリスク分娩においては、周産期部門と

救急部門の緊密な院内連携による対応が重要であり、今後、救急医療と周産
期医療の連携について検討していく必要がある。 

 
(３) 国への提案要求 
  ○ 救急医療の提供や体制整備が、医療機関の経営を圧迫することがないよう、

大都市東京の賃金水準や物価水準等に応じた診療報酬の加算を国に要求する
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ことが必要である。 
 
  ○ また、救急医療を担う医師や看護師等の安定的な確保という本質的課題や、

緊急性が高く自らの専門領域以外の患者への対応を求められることが多い救
急医療の特性を踏まえた医療事故対策などの制度的・構造的問題についても、
国に要求していくことが必要である。 
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おわりに 
 
 
 救急医療体制改善の指標として、東京都保健医療計画（平成 20 年３月改定）にお 
いて、「救急要請（覚知）から医療機関等に収容するのに要した平均時間の短縮」が 
あげられている。 
 本文に記述があるように、救急隊の現場到着から搬送開始までに要した時間は、 
この５年間で約４分延びている。救急搬送患者数が年間 60 万件を超えることを考慮 
すると、この数値の伸びは重大である。また、現状のまま改善策をとらなければ、 
さらにその値が伸びていくことも間違いのないところである。 
 
 そのため、この報告書では、現在の救急搬送・病院選定の方法や初期・二次・三 
次の各救急医療機関の役割分担を基本に据えながら、救急医療が必要な患者を少し 
でも早く医学的管理下に置くための新たな取組みを中心にとりまとめた。 
 救急医療機関数の大幅増や救急医療を担う人材の短期間での確保が困難な状況に 
ある中では、限られた医療資源を前提に置きながら、住民も含めた地域での連携・ 
協力体制づくりが必要とされている。このような認識に基づき、新たな取組みを進 
めるための基本的考え方として、「救急医療の東京ルール」を提示したものである。 
 
目下の救急医療体制の問題は、ひとり東京都だけが抱えているものではなく、わ

が国全体の問題となっている。厚生労働省をはじめ各関係機関において精力的な検
討がなされ、平成２０年７月の「社会保障の機能強化のための緊急対策～５つの安
心プラン～」に救急医療の充実が大きく掲げられるとともに、平成２１年度の国概
算要求においても、その実現のための新規事業が盛り込まれているところである。 
 
今回の検討は、東京都の独自性や特色を踏まえながら、実効性のある対策をまと 

めたものである。今後は、各取組みの実施に向けた具体的な検討が必要になってく 
るが、関係機関や都民への周知を行いながら進めていくことが重要である。また、 
東京ルール全体の検証も適宜行いながら、医療を取り巻く激しい社会情勢の変化に 
即応した改善を重ねていく必要があると考える。 
 
 救急医療は地域の大切な財産である。都民が今後とも地域で安心して暮らし続け 
られるように、都民・医療機関・消防機関・行政機関の四者が協力・協働して、救 
急医療を守り育てる取組みを進めていくことを強く希望するものである。 
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１　　東　京　都　に　お　け　る　救　急　医　療　体　制

平成20年4月1日現在

二次（所） 三次

休日
昼間

休日
準夜

休日
昼間

休日
終夜

休日
準夜

平日
準夜

名　　　称 固定 輪番

千代田区 48,093
千代田区・

神田
1 1 1 駿河台日本大学病院内小児初期救急診療 1

日本医科大学付属病院
（高度救命救急センター）

〈東京消防庁災害救急情
報センター〉

中央区 109,455
中央区・
日本橋

3 2 1

中央区休日応急診療所
日本橋休日応急診療所
京橋休日応急診療所
聖路加国際病院内小児初期救急診療

2

　　　　　　　　　　４７床
駿河台日本大学病院
　　　　　　　　　　２０床

港区 216,872 港区 2 1 1 1.5
聖路加国際病院
　　　　　　　　　　２０床

文京区 192,715
文京区・
小石川

4 2 2
東京医科歯科大学医学
部附属病院　　３０床

台東区 173,635 下谷・浅草 2 2 1 1 1 台東区準夜間・休日こどもクリニック 1

小計 740,770 9 6 4 0 3 3 3 6 19 ４所　１１７床

品川区 353,973 品川区・荏原 1 2 2 1
荏原医師会附属診療所
品川区医師会診療所

2
東邦大学医療センター
大森病院　　　３０床

大田区 685,854
大森・

田園調布・
蒲田

3 3 1

大森医師会診療所
田園調布医師会診療所
蒲田医師会診療所
大田区子ども平日夜間救急室

2
昭和大学病院
　　　　　　　　　　２０床

小計 1,039,827 1 0 5 0 5 2 2 2 20 ２所　５０床

目黒区 259,968 目黒区 3 1
鷹番休日診療所
中目黒休日診療所
八雲あいアイ館診療所

1 1
都立広尾病院
　　　　　　　　　　３６床

世田谷区 840,876
世田谷区・

玉川
9 2 4 2

世田谷区医師会付属診療所
世田谷区医師会付属烏山診療所
玉川医師会診療所
世田谷区医師会附属子ども初期救急診療所

2
国立病院機構東京医療
センター
　　　　　　　　　　１８床

渋谷区 207,857 渋谷区 4 1 2
ひがし健康プラザ休日診療所
渋谷区医師会館附属診療所

1 1

小計 1,308,701 13 0 6 0 7 2 2 4 30 ２所　５４床

新宿区 310,206 新宿区 6 1 新宿区医師会診療所 2
東京女子医科大学病院
　　　　　　　　　　２３床

○東京都保健医療情報セ
ンター（ひまわり）

中野区 310,420 中野区 6 1 1 中野総合病院内小児初期救急診療 2
東京医科大学病院
　　　　　　　　　　２０床

杉並区 534,531 杉並区 5 1 1 1 杉並区休日等夜間急病診療所 1

小計 1,155,157 17 0 1 0 3 2 1 4 22 ２所　４３床

豊島区 258,470 豊島区 2 1 1
豊島区池袋休日診療所
豊島区長崎休日診療所
豊島こども救急クリニック

1
帝京大学医学部附属病
院
　　　　　　　　　　３０床

北区 332,029 北区 1 1 1
北区休日診療所
東京北社会保険病院内小児初期救急診療

2
日本大学医学部附属
　 板橋病院　　　３０床

板橋区 529,364 板橋区 8 8 1 板橋区平日夜間応急こどもクリニック 1

練馬区 697,174 練馬区 6 2 2 1
練馬休日急患診療所 (*1)
石神井休日急患診療所
練馬区夜間救急こどもクリニック (*1と同施設)

2 1

小計 1,817,037 14 8 5 0 4 4 6 1 41 ２所　６０床

荒川区 195,727 荒川区 5 3 1
荒川区医師会平日準夜間小児初期救急医療セン
ター

1
東京女子医科大学東医
療センター　　　３０床

足立区 653,323 足立区  4 2 1

足立区医師会館休日応急診療所
竹の塚休日応急診療所
東和休日応急診療所
江北休日応急診療所

1

葛飾区 442,715 葛飾区 6 2 2 1
立石休日応急診療所 (*2)
金町休日応急診療所
平日夜間こどもクリニック (*2と同施設)

2

小計 1,291,765 11 3 6 0 4 3 1 3 28 １所　３０床

墨田区 242,120 すみだ 1 1 1
墨田区休日応急診療所
すみだ平日夜間救急こどもクリニック

1
都立墨東病院
　　　　　　　　　２４床

江東区 446,307 江東区 2 2 1
江東区医師会館内急病診療所
江東区総合区民センター休日急病診療所 (*3)
平日夜間こどもクリニック (*3と同施設)

2

江戸川区 670,269 江戸川区 5 1 1 1 江戸川区医師会休日夜間急病診療所 1

小計 1,358,696 5 0 4 1 3 3 1 3 29 １所　２４床

区部計 8,711,953 70 17 31 1 29 19 44 16 22.5 189 １４所　３７８床

（備考）(1)　休日夜間急患センターの「準夜」は、おおむね１７時から２２時までをいう。

（資料）(2)　二次救急医療機関の名称等は、都においては、「救急病院等を定める省令」に基づく救急病院等の告示をもって、医療計画における記載に代える。

（資料）　人口は、都総務局「住民基本台帳による世帯と人口」（平成20年１月１日現在）による。

＜都民への情報提供＞
○東京消防庁救急相談セ
ンター
　 救急相談への対応や診
療可能医療機関等の問い
合わせに答える。
　　24時間対応
　　23区
 　　03-3212-2323
　　多摩地域
　 　042-521-2323
　　全域短縮ﾀﾞｲﾔﾙ
　　 #7119

その他

 ○端末設置
　　病院　　　　３１７台
　　診療所　　　 １６台
　　消防本部　　　３台
　　消防署　　　 ８０台
　　分署 　　　　　３台
　　出張所　　 ２０６台
　　救急車　　 ２２９台
○情報内容

 　 病院名
　　診療科目
　　住所
　　電話番号
　　診療可否（科目別）
　　男女別空床の有無
　　　（科目別受入可否）
　　手術の可否　等

＜救急救命士数＞
　1,736名(消防機関に勤務
している救急救命士数)

　・都民向け医療機関案
    内(24時間電話対応
    等）　03-5272-0303
　（情報内容）
　　　医療機関
　　　診療科目
　　　診療時間
　　　住所
　　　電話番号
　・外国語による医療機
　　関案内（５か国語）
　　　平日
　 　  9:00～20:00
　 　　　03-5285-8181
　・医療機関向け外国語
　　救急通訳サービス
　　(５か国語）
　　　平日
　　 　17:00～20:00
　　　休日等
　   　9:00～20:00
　　　　　03-5285-8185
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28

29

19

20

30

22

救命救急センター
　　　　　　　（所・床）

休日夜間急患センター

　　　　　　　　　　　　初　　　　　　期　　　　　　　（所）

歯科在宅当番医区名
人口
（人）

地区
医師会名

東京都
指定二
次救急
医療機
関数

区
南
部

区
中
央
部

区
西
部

二次
保健
医療
圏

区
東
部

区
東
北
部

区
西
北
部

区
西
南
部
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平成20年4月1日現在

二次（所） 三次

休日
昼間

休日
準夜

休日
昼間

休日
終夜

休日
準夜

平日
準夜

名称 固定 輪番

青梅市 140,190 1 1 東青梅休日診療所 1 3 青梅市立総合病院 ＜全都的な対応事業＞

福生市 60,957 1 1 福生市休日診療所 　　　　　　　　　　　　３０床

あきる野市 81,406 1 1

羽村市 57,526 1 1 1 羽村市平日夜間急患センター

瑞穂町 34,492 1 1

日の出町 15,856 1

檜原村 2,896

奥多摩町 6,637 1 1

計 399,960 5 3 2 0 3 1 1 3 7 １所　３０床

町田市 416,693 町田市 5 1 1 町田市医師会準夜急患こどもクリニック 1

八王子市 552,420 八王子市 4 1 1 八王子市夜間救急診療所 2

日野市 175,075 日野市 2 1 1
日野市休日準夜診療所
日野市平日準夜こども応急診療所

1

多摩市 147,077 多摩市 1 1 1 多摩市こども準夜診療所 1

稲城市 80,715 稲城市 1

計 1,371,980 13 0 0 0 4 4 5 0 23 ２所　５２床

立川市 175,970 立川市 1 1 立川市休日急患診療所 1

昭島市 112,985 2 1 1

国分寺市 116,605 2 1 1

国立市 74,174 1 1 国立市休日診療センター 1

東大和市 83,125 1 東大和市休日急患診療所

武蔵村山市 69,687 1 1 1
武蔵村山市立保健相談センター
武蔵村山病院内小児初期救急診療

1

計 632,546 4 2 4 0 3 1 3 2 14 １所　３４床

武蔵野市 136,665 武蔵野市 3 1 1

三鷹市 177,985 三鷹市 1 1 1
三鷹市休日・休日準夜診療所
三鷹市小児初期救急平日準夜間診療所
（どちらも三鷹市医師会館内）

1

府中市 244,300 府中市 1 1 1 府中市保健センター 1

調布市 215,757 調布市 3 1 調布市休日夜間急患診療所 1

小金井市 112,916 4 1 1

狛江市 77,021 1 狛江市休日応急診療所 1

狛江市・
調布市

1 狛江・調布小児初期救急平日準夜間診療室

計 964,644 10 2 3 0 3 3 3 3 15 ３所　８０床

小平市 182,751 2 1 1 小平市準夜応急診療所 1 公立昭和病院　　　２８床

東村山市 148,340 2 1 東村山市休日準夜応急診療所 1

西東京市 192,910 西東京市 2 1 1 1 西東京市休日診療所 2

清瀬市 73,382 北多摩 1 2 1

東久留米市 116,117 東久留米 1 1 1

東村山市・西東
京市・清瀬市・東

久留米市
2

多摩北部医療センター、佐々総合病院内
北多摩北部地域平日夜間小児救急医療事業

計 713,500 8 4 1 0 3 3 2 4 12 １所　２８床

4,082,630 40 11 10 0 16 12 23 14 12 71 ８所　２２４床

大島町 8,939 1 1

利島村 294

新島村 3,125 1 1

神津島村 2,057 1 1

三宅村 2,934 1 1

御蔵島 280

八丈町 8,722 1 1

青ヶ島村 194

小笠原村 2,428

島しょ計 28,973 5 5 0 0 0 0 0 0 2

12,823,556 115 33 41 1 45 31 67 30 35 262 ２２所　６０２床

23

14

二次
保健
医療
圏

地区
医師会名

市町村名
人口
（人）

西
多
摩

南
多
摩

北
多
摩
西
部

杏林大学医学部付属病院
（高度救命救急センター）
　　　　　　　　　　　　３０床

日本赤十字社東京都支部
武蔵野赤十字病院　３０床

都立府中病院　　　２０床

在宅当番医 歯科

　　　　　　　　　　初　　　　　　　　　　期　　　　　　　　　　（所）

休日夜間急患センター

15

（
西
多
摩
地
区
全
体

）

東京都
指定二
次救急
医療機
関数

7

その他

東京医科大学八王子医療
センター　　　　３０床

日本医科大学付属多摩永
山病院　　 　　 ２２床

国立病院機構災害医療セ
ンター　　　　　　３４床

 ○休日診療事業
　　（初期）
　 耳鼻咽喉科６所
　 眼科　　　１～４所

救命救急センター
　　　　　　　（所・床）

 ○休日診療事業
　　（二次）
　 耳鼻咽喉科２所
　 眼科　　　１所

 ○特殊救急事業
　　（二次）
　 心臓循環器(CCU)
　　　　 7～8所
　 熱傷　１～２所
　 精神科　　４所

島
し
ょ

都合計

12

2

多摩地区計

北
多
摩
北
部

北多摩

北多摩

北
多
摩
南
部

西多摩

北多摩
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　　　２　　主な救急医療事業の患者取扱実績

（単位：人）

区分 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

176,782 210,299 193,249 165,280 188,771 196,547 175,914

16,988 18,287 12,341 13,121 13,925 13,670 12,847

139,781 161,866 170,924 177,539 178,968 182,348 207,855

333,551 390,452 376,514 355,940 381,664 392,565 396,616

(100) (117) (113) (107) (114) (118) (119)

内科系・外科系 1,447,165 1,519,645 1,507,162 1,540,397 1,489,464 1,469,283 1,424,547

小児科 270,484 313,142 317,869 331,615 341,141 323,420 290,451

1,717,649 1,832,787 1,825,031 1,872,012 1,830,605 1,792,703 1,714,998

(100) (107) (106) (109) (107) (104) (100)

17,280 17,922 19,013 20,933 23,069 22,832 24,520

(100) (104) (110) (121) (134) (132) (142)

2,068,480 2,241,161 2,220,558 2,248,885 2,235,338 2,208,100 2,136,134

(100) (108) (107) (109) (108) (107) (103)

※１ 初期・二次救急は、各当番日における患者取扱延実績
※２ 三次救急は、東京消防庁が救命救急センターへ搬送した件数で、暦年集計。
※３ （　　）は13年度を100とした場合の指数

合　　　　計

初　期　　　小　計

二　次　　　小　計

二次

三次 救命救急センター

準夜診療

休日・全夜間診療事業

休日夜間急患センター初期

休日診療（内科・小児科）

【増加率（対13年度）】

100

117 114
118 119

100
107 107 104

100100
104

110

121

134 132

142

113

107106

109

90

100

110

120

130

140

150

13 14 15 16 17 18 19 （年度）

初　期

二　次

三　次
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５　救急医療に関する東京都の主な特性

１　人口データ（出典：平成17年国勢調査）

東京都 全　国 備　　　考

総人口 12,576,601 127,767,994 全国の９．８％（都道府県中１位）

昼間人口 14,997,580 127,285,653 全国の１１．８％（都道府県中１位）

15歳未満人口割合 11.3% 13.7% 都道府県中４７位

65歳以上人口割合 18.3% 20.1% 都道府県中４１位

２　救急搬送関係データ（出典：救急・救助の現況（平成19年発行　総務省消防庁））

東京都 全　国 備　　　考

救急出場件数 695,140 5,237,716 全国の１３．３％（都道府県中１位）

人口１万人当たりの救急出
場件数

553 410 都道府県中２位

救急医療機関数１か所あ
たりの搬送人員

1,700 925 都道府県中２位

３　医療機関関係データ

東京都 全　国 備　　　考

救急医療機関数 343 4,737 都道府県中１位

人口10万人当たりの救急
医療機関数

2.7 3.7 都道府県中43位

１救急医療機関あたりの面
積（面積／救急医療機関
数）

6.38 79.76
都道府県中３位（密集度）
（上記及び国土地理院データより算出）

国及び公的医療機関の占
める割合

8.8% 20.2%
平成18年医療施設調査（厚生労働省）より算
出

人口10万人当たりの一般
診療所数

98.4 77.2 都道府県中４位（出典：同上）

出典：救急・救助の現況
（平成19年発行　総務省
消防庁））
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８　地域で共有する医療機関情報の例（江戸川区医師会の事例に基づき作成）

（診療収容状況）

○･･･収容可能（専門医は在院しないが収容可） ・・・ 専門医在院（曜日、時間は備考欄参照）

　　・・・収容可能（専門医が在院していて収容可。曜日、時間は備考欄参照）

診療科名

Ａ
病
院

Ｂ
病
院

Ｃ
病
院

Ｄ
病
院

　（専門医の在院状況）
 

診療科名

Ａ
病
院

Ｂ
病
院

Ｃ
病
院

Ｄ
病
院

月 24 ９～17 ９～17 13～16
火 24 ９～17 ９～17 13～16
水 24 ９～17 ９～17
木 24 ９～17 ９～17
金 24 ９～17 ９～17
土 24 ９～17 ９～12
日 24 ９～17
月

（医療機器、施設、設備）
　　○・・・稼働中のもの有り 　　　共同使用可能（条件は別に設定）

医療機器,
施設,設備

Ａ
病
院

Ｂ
病
院

Ｃ
病
院

Ｄ
病
院

備　　考

C病院は第１・３日曜日のみ

D病院は月・木の午前のみ

超音波診断装置（腹部）

超音波診断装置（心臓）

脳神経外科

○　○　科

内　　　　　科

内科

神経内科

小児科

外科

備　　考

備　　考

脳　　　波　　　計

直　　接

間　　接

断　　層

テ レ ビ

ＣＴスキャン

ＭＲＩ

病院名

　曜　日

病院名

レントゲン

装置

病院名
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９ 救急医療に関する院内連携・自己点検項目の例 

（(財)日本医療機能評価機構 病院機能評価項目 Ver5.0 より抜粋） 
 
 

４.12 救急部門 

4.12.1  救急部門の体制が確立している 
4.12.1.1 救急部門の役割と方針が明確である 
④救急医療に従事する職員のみならず、他の職員にも（救急部門の）役割と方針
が周知・徹底されている 

 
4.12.1.2 救急患者受け入れの方針と手順が明確である 
＜水準２以下＞救急隊からの電話依頼時の対応、受け入れ時の担当医、患者搬入
後のいわゆる救急病床と後方病床の連携などについて具体的な手順が示されて
いる 

 
4.12.1.3 機能に応じて必要な医師・看護師などが確保されている 
 ①水準に見合った医師・看護師の確保 
 ＜水準２＞内科系・外科系の医師が常に対応可能で、十分な看護要員が確保され

ている 
＜水準３＞担当医が定められており、必要に応じて内科・外科の医師をオンコー
ルで呼ぶことができる 

 体制に応じた看護師が確保されている  
 ②水準に見合った各職種の夜間・休日の体制 
 ＜水準２＞薬剤師・検査技師・放射線技師・事務職員の当直体制がおおむね確保

され、必要に応じてオンコールで応援を求めることができる 
 ③水準に見合った診療各科の支援体制  
 ＜水準２＞内科系・外科系の医師の要請に応じて各科の支援がオンコールで得ら

れる 
 

4.12.2    救急部門が適切に運営されている 
4.12.2.2 救急患者の受け入れ実績が把握され運用状況が検討されている 
 ①患者受け入れの実績が集計され、委員会において実績に基づく運用状況の検討
がなされている 

 ②患者受け入れ不能事例が集計され、検討されている 
△4.12.2.3  症例検討会において救急患者に対する医療の妥当性が検討されている 
  ①救急患者に対して医学的・倫理的な観点からの症例検討会が多職種を交えて定

期的に開催されている 
 ②治療成績が集計されている 
 

△が付されている項目は、地域での役割や開設者の性格などに応じて適宜、評価を行う項目。  
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＜水準＞について 
 救急機能の水準を以下のように区分して評価したもの 
＜水準１＞救命救急センターないし地域の三次救急医療を担う 
＜水準２＞分類上は地域の二次救急医療機関であるが、極めて活発な救急医療活動

の実績があり、いわゆる 2.5 次の救急医療を担う 
＜水準３＞その他の救急病院 
＜水準４＞救急医療を標榜していない 
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     本人 家族 警察 救急隊 医療機関 等 
  
 
 

 

 
 

 

 

      ＜受付２４時間：自動音声案内＞    相談希望 

                 

東京都保健医療情報センター（ひまわり） 

 
＜時間＞平 日：17 時～翌 9 時 

土休日：24 時間 
 

＜業務＞24 条通報受理・他 
※ 専用電話番号でも受けている 

 

＜時間＞平 日：17 時～翌 9 時 
土休日：24 時間 
 

＜業務＞救急患者のトリアージ 
精神科医療情報提供等 

※ 関係者とは専用電話番号で連絡 
※ 消防庁救急司令センターからは専用電話
番号でも受けている 

精神科救急医療情報センター 

通報連絡員 

（緊急措置入院等） 
＜時 間＞平 日：17 時～翌 9 時 

土休日： 9 時～翌 9 時 
＜受入先＞都立４病院 各４床／日 

（墨東・豊島・松沢・府中） 
※ 緊急措置入院の場合は、72 時間以内に措
置診察が行われ、民間の指定病院・後方
病院へ転送される 

（入院医療） 
＜時 間＞平日土：17 時～翌 9 時 

休 日： 9 時～翌 9 時 
＜受入先＞民間２病院（輪番制） 
     多摩１床／日、区部２床／日 
 

※        都立病院、大学病院等 
     （輪番制） 

精神科緊急医療 精神科二次救急医療 

（外来医療） 
＜時 間＞平日土：17 時～22 時 

休 日：9 時～17 時 
 

＜受入先＞民間２病院、１診療所 
合計３所（輪番制） 

 
 

精神科初期救急医療

身体合併症

警
察

24 条通報
24 条通報以外 
の精神科相談 

24 条通報

＜業務＞ 
 

医療機関案内 
医療情報提供等 

東京都精神科救急医療の流れ図（夜間･休日）10 東京都精神科救急医療の流れ図（夜間・休日） 
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12 第２６期東京消防庁救急業務懇話会答申書（平成１８年３月）における 
トリアージの定義等 

 
 
 １ 平常時の救急活動におけるトリアージの定義 

一人の傷病者に対する緊急度、重症度を評価し、消防救急による搬送 
要否を含め、評価結果に応じた搬送体制を提供すること 

 
 ２ 平常時の救急活動においてトリアージの実施が可能な場面 
 

１ 

１１９番通報に至る
前の段階 
(１１９通報前トリア
ージ） 

傷病者や関係者等が１１９番通報すべき
か、自力で受診すべきか、あるいはそのま
ま様子を見て良いかを判断する、若しくは、
そのための相談窓口において、相談窓口の
受信者が緊急性を認知し１１９番への通報
を判断する段階。 

２ 

１１９番通報を受信
した段階 
（１１９通報時トリ
アージ） 

東京消防庁災害救急情報センターにおいて
指令担当者が通報内容から、ＰＡ連携の要
否や、消防救急出場の要否を判断し、緊急
度、重症度に応じて出場させるべき救急隊
を選択する段階 
 

３ 

救急隊が現場到着し
た段階 
（現着時トリアージ） 

出場した救急隊が現場に到着し、傷病者と
接触、所要の観察を実施した上で搬送先の
病院選定や消防救急による搬送の要否につ
いて判断する段階 

４ 
病院に到着した段階 
（収容時トリアージ） 

救急隊が病院に到着した後、医師等により
詳細な診療に入る前に短時間の問診等に基
づき院内での診療の順序を判断する段階 
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保健医療情報サービス名 目的 手段 利用可能日時

医
療
機
関

東京都医療機関案内サービス
”ひまわり”
　電話　03-5272-0303（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ自動応答ｻｰﾋﾞｽ）
　FAX 　03-5285-8080（聴覚障害者向け）
　URL
　 http://www.himawari.metro.tokyo.jp/
　【携帯電話から】
　http://www.himawari.metro.tokyo.jp/kt/

・都内医療機関（病院・診療所・
歯科診療所・助産所）の情報提供
・保健・医療に関する相談

電話
インターネット
ファクシミリ

東京都の医療機関案内
毎日２４時間

保健医療福祉相談
平日午前９時～午後８時

薬
局

東京都薬局機能情報提供システム
“t-薬局いんふぉ”
　URL
　http://www.t-yakkyokuinfo.jp/

所在地、サービス内容等目的に応
じた都内薬局の情報提供

インターネット ―

知って安心　暮らしの中の医療情報ナビ
　URL
  http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/inavi/
　【携帯電話から】
  http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/inavi/kt/

適切な受療行動に必要な医療に関
する情報の提供

冊子
インターネット

―

東京都こども医療ガイド
　URL 【パソコン、携帯電話共通】
　http://www.guide.metro.tokyo.jp/

子育て中の保護者等への医療情報
及び子育て情報の提供

インターネット ―

ＴＯＫＹＯ子育て情報サービス
　電話　03-3568-3711
　FAX 　03-3568-3711

乳幼児の事故防止や育児不安、急
病時の対応策等に関する情報提供

電話
ファクシミリ

毎日２４時間

母と子の健康相談室
　電話　#8000（プッシュ回線の固定電話）
　         03-5285-8898（その他の電話）

母子の健康に関する相談及び小児
救急電話相談

電話

月曜日～金曜日
（休日・年末年始を除く）
午後５時～午後１０時

土曜日、日曜日、祝日、
年末年始
午前９時～午後５時

東京消防庁救急相談センター
　電話　#7119（携帯電話、PHS、プッシュ回線）

　         03-3212-2323（区部　その他の電話）

　　　　　042-521-2323（多摩　その他の電話）

医療機関の案内、応急手当のアド
バイス、医療機関への交通手段の
案内等

電話 毎日２４時間

精
神
科
医
療

精神科救急医療情報センター
　電話　03-5272-0303

・精神科救急医療情報の提供
・夜間休日の精神科救急通報の受
理、緊急性の判断及び医療機関の
案内

電話
平日午後５時～翌午前９時

休日午前９時～翌午前９時

東京都医療安全支援センター
　電話　03-5320-4435
　FAX 　03-5388-1442

・「患者の声相談窓口」での対象
地域における医療及び医療機関に
関する相談
・医療安全の推進に役立つ情報の
提供

電話
ファクシミリ
面談による相談

平日午前９時～午前１２
時、午後１時～午後５時

　　「東京都保健医療計画（平成20年3月改定）」より転載

17　東京都の保健医療情報サービス一覧

医
療
安
全

救
急
医
療

総
合
的
な
医
療
情
報

分野

小
児
医
療

音声・ﾌｧｸｼﾐﾘ共通
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18 「中間のまとめ」に寄せられた主な意見 
 

項  目 主 な 意 見 

東京ルール 
○東京近県と連携が取れるような仕組み・方法なども考慮して欲しい。 
○東京ルールを実践していく上での責任の所在や、都としての予算規模や補助金

の考え方が示されていない。 

地域救急センター

（仮称） 

○センターへの重荷が心配。医療機関への要請・協力は限界に来ており、救急需

要抑制策を同時進行で実施していく必要がある。 
○センターへの負担が心配されるが、複数の医療機関が月交代で実施するなどし

たらどうか。また、複数の二次保健医療圏が合同でセンターを設置することも

考えられる。 
○センターへの業務集中が危惧される。十分な人的・物的支援が確立できるのか。

○センターがどのような要件を備えた医療機関かイメージできない。もっと具体

化すべき。 

コーディネーター 

○権限と責任の所在を明らかにしないと現場が困惑すると思う。 
○調整結果によって生じたトラブルの救済策が必要だと考える。 
○コーディネーターの設置については好ましいと思うが、人材確保のための負担

が懸念される。将来的には団塊世代の多量退職者からの募集も考慮できる。 

救急医療情報シス

テム 
○現行よりも業務を増やすことで現場がさらに疲弊する。 

トリアージ 

○災害時のトリアージはテレビなどで知られるようになったが、救急搬送トリア

ージや小児救急トリアージ等の取組についても、背景などを含め、多くの都民

に知って欲しい。 
○「病院内トリアージ」の普及については、人的支援を行って、十分な傷病者対

応が出来れば可能であろう。 

都民への普及啓発 

○都民自らが「救急医療資源は重要な社会資源である。」との認識を持つこと、

病気や事故に対する知識を持つことが重要である、都はその方策を考えるとと

もに、＃7119などのよい取組みは宣伝を強化すべきである。 
○母親学級、乳児健診、新生児訪問などの機会をとらえ、小児医療の普及啓発を

行い、また、都の良い取組みについて、周知していくことが重要。 
○施設からの搬送・地域での末期医療など、高齢者医療が今後の大きな課題。本

人・家族の理解が必要である。 
○都民に対して、①診療時間内の受診②休日や夜間、症状の軽い人は、地域の休

日夜間急患センターや在宅当番医を利用することなどを呼びかけることが重

要。比較的軽い症状の場合は地域の初期救急対応の医療機関を受診すること

が、二次・三次の救急医療機関の機能を守り、発揮することに繋がる。 

その他 
（総括的問題） 

○救急隊員や救急車の配置、公立病院の役割の発揮など、自治体の果たすべき責

任について言及せず、現システムや都民の不適切利用に矮小化する分析からは

根本的な改革案は生まれない。 
○救急医療が抱える問題の根本的解決には、救急医療が必要とする人材、搬送先

の確保が不可欠である。 
○急性期を脱した患者の受入先の確保は、検討課題ではなく喫緊の課題である。
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○会長

区 分 役　　　職　　　等　　  

○ 島 崎 修 次 杏林大学医学部救急医学教室教授

有 賀 徹 昭和大学病院副院長

飯 田 加 奈 恵 杏林大学保健学部看護学科基礎看護学教室教授

辻 篤 子 朝日新聞社論説委員（平成20年10月31日まで）

宮 澤 成 実 東京都社会福祉協議会総務部長

飯 山 幸 雄 東京都国民健康保険団体連合会専務理事

川 島 霞 子
水 野 英 子

東京都地域婦人団体連盟会長（平成20年10月31日まで）
東京都地域婦人団体連盟副会長（平成20年11月14日から）

宮 崎 舜 賢 木挽町医院院長

石 原 哲 白鬚橋病院院長

行 岡 哲 男 東京医科大学医学部主任教授

安 藤 高 夫 東京都医師会理事

近 藤 太 郎 東京都医師会理事

大 越 壽 和 東京都歯科医師会理事

桑 原 辰 嘉
藤 田 義 人

東京都薬剤師会会長（平成20年9月30日まで）
東京都薬剤師会副会長（平成20年11月14日から）

町 格 日本赤十字社東京都支部事務局長

齋 藤 誠 二 東京救急協会常務理事

伊 藤 史 子 目黒区保健所長

白 鳥 孔 一
関 塚 泰 久

青梅市健康福祉部長（平成20年3月31日まで）
青梅市健康福祉部長（平成20年4月1日から）

扇 澤 昭 宏
直 江 利 克

警視庁交通部交通総務課長（平成20年2月17日まで）
警視庁交通部交通総務課長（平成20年2月18日から）

野 口 英 一 東京消防庁救急部長

都 留 佳 苗 病院経営本部サービス推進部長

青 木 信 彦 都立府中病院院長

松 井 多 美 雄
日 置 豊 見

福祉保健局総務部企画担当部長（平成20年7月15日まで）
福祉保健局総務部参事（企画担当）（平成20年7月16日から）

細 川 え み 子
吉 井 栄 一 郎

福祉保健局医療政策部長（平成20年3月31日まで）
福祉保健局医療政策部長（平成20年4月1日から）

佐 藤 恭 信 福祉保健局島しょ保健所長

19‐1　救急医療対策協議会委員名簿

福
祉
保
健
局

代
表

医
療
機
関

学
識
経
験
者
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側
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療
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関
係
行
政
機
関

関
係
団
体

氏　　　名
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19‐2　迅速・適切な救急医療の確保に関する検討委員会(小委員会）委員名簿

○委員長

区分 役　　　職　　　等　　  

○ 有　　賀　　　徹 昭和大学病院副院長

坂  本   哲  也 帝京大学医学部教授

横  田   裕  行 日本医科大学病院副院長

飯　山　 幸　雄 東京都国民健康保険団体連合会専務理事

本 田　麻由美 読売新聞社編集局社会保障部記者

宮　崎　 舜　賢 木挽町医院院長

石  　原　　　哲 白鬚橋病院院長

行  岡    哲  男 東京医科大学医学部主任教授

西 塔　依久美 武蔵野赤十字病院看護師（救急看護認定看護師）

関係団体 安　藤　 高　夫 東京都医師会理事

細川　えみ子 文京区保健衛生部長（平成20年4月1日から）

都  留   佳  苗 病院経営本部サービス推進部長

野  口   英  一 東京消防庁救急部長

福祉保健局
細川　えみ子
吉井　栄一郎

福祉保健局医療政策部長（平成20年3月31日まで）
福祉保健局医療政策部長（平成20年4月1日から）

氏　　名

関係
行政機関

医療を
受ける側

学識
経験者

医療機関
代表
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20 東京都救急医療対策協議会検討経過 
 

 開 催 状 況 検  討  事  項 

１ 

第 １ 回 協 議 会 
 
平成 20 年 2 月 1 日(金) 
午後 6 時 00 分～ 

(１) 都における救急医療体制について 
(２) 救急患者搬送における病院選定の状況について 
(３) 救急医療を取り巻く状況について 
(４) 小委員会の設置について     ほか 

２ 
第 １ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 3 月 3 日(月) 
午後 6 時 00 分～ 

(１) 協議会の主な意見と今後の検討事項 
(２) 救急患者搬送の状況について 
(３) 検討スケジュール        ほか 

３ 
第 ２ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 3 月 28 日(金) 
午後 6 時 00 分～ 

(１) 迅速・適切な救急医療の確保に向けた取組事項 
(２) 搬送困難事案発生の要因      
                   ほか 

４ 
第 ３ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 5 月 20 日(火) 
午後 3 時 00 分～ 

(１)「救急医療の東京ルール」について 
(２) 地域救急医療センター（仮称）が果たす役割等に

ついて              ほか 

５ 
第 ４ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 6 月 3 日(火) 
午後 6 時 00 分～ 

(１) 地域救急医療センター（仮称）の機能について 
(２) 一時受入・転送システムについて 
                   ほか 

６ 
第 ５ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 7 月 11 日(金) 
午後 6 時 00 分～ 

(１) 第１回～第４回の議論のまとめ 
(２) 東京都地域救急医療センターについて 
(３)「コーディネーター」について 

７ 
第 ６ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 8 月 1 日(金) 
午後 3 時 00 分～ 

(１) 中間のまとめ案について 
(２) 今後のスケジュール    
                   ほか 

８ 

第 ２ 回 協 議 会 
 
平成 20 年 8 月 25 日(月) 
午後 5 時 00 分～ 

(１) 迅速・適切な救急医療の確保について（中間のま
とめ（案）） 

(２) 今後のスケジュール 
                   ほか 

９ 

第 ７ 回 小 委 員 会 
 
 
 
平成 20 年 9 月 17 日(水) 
午後 6 時 00 分～ 

(１) 中間のまとめに対する意見 
(２) 要調整事案の基準及び東京ルールの「ガイドライ

ン」について 
(３)  東京都地域救急医療センター(仮称)について 
(４) コーディネーターについて 
(５) 急性期を脱した後の医療提供体制等について 

10 
第 ８ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 9 月 27 日(土) 
午前 10 時 00 分～ 

東京都地域救急医療センター(仮称)について 
ほか 

11 
第 ９ 回 小 委 員 会 
平成 20 年 10 月 16 日(木) 
午後 6 時 00 分～ 

最終報告案について 

12 
第 ３ 回 協 議 会 
平成 20 年 11 月 14 日(金) 
午後 6 時 00 分～ 

(１) 最終報告案について 
(２) 母体搬送事案に関する経過について 
(３) 救命救急センターの新規認定について 
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